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応じて IASB や日本のケースにも言及する。 
 本稿での検討は主として，次の 2 つの疑問に由来している。第 1 は，実証研究によって
提示されてきた「経験的証拠」(empirical evidence)と整合しないルール設定が近年，非常
にしばしば観察されてきたのはなぜかという疑問である（疑問 1）。第 2 は，経験的証拠と
して提示されてきた事実によらないとすれば，一体何に依拠して，ルール設定は進められ









表 1 主要 3 ジャーナルにおける実証研究の割合（2001～2005 年） 
 Accounting Review Journal of Accounting 
Research 












































(出所) 2001‐2005 年に刊行された各ジャーナルにより作成。 
 
 2
まず，基本的な事実を確認しておきたい。表 1 は，会計研究の主要 3 ジャーナル
(Accounting Review, Journal of Accounting Research, Journal of Accounting and 
Economics)における過去 5 年間（2001-2005 年）の論文掲載状況を示したものである。こ
こに見られるように，当該期間における 3 ジャーナルの掲載論文総数は 481 本であり，そ















Reichelstein[2005]; Ewert and Wagenhofer[2005]など 67 本）と，実験会計学に依拠した
研究（Dopuch et al.[2001]; King[2002]など 56 本）である1。 









































書の「第 3 の財務諸表」化がグローバルな規模で進展したのである（日本基準の設定は 1998
年）。 
 





リターン Dechow[1994]; Biddle et al.[1995]; 
Biddle et al.[1997]; 
Subramanyam[1996]; Quirin et 
al.[1999]; Guay and Sidhu[2001]; 
Board and Day[1989](UK); 
Cotter[1996](Au); Charitou et 
al.[2001](UK); Haw et al.[2001](C); 
土田[2000](Jp) 
 4
Moehrile et al.[2001]; Callen and 
Segl[2004] 
株  価 Penman and Sougiannis[1998]; 
Francis et al.[2000] 

























益の排除）が制度設計の 1 つの選択肢として掲げられた(FASB[2005b])。 
 
表 3 (擬似)包括利益に対する純利益の情報優位性を報告した実証研究 
アメリカ市場 その他の市場 
Cheng et al.[1993] ; Dhaliwal et al.[1999] O’Hanlon and Rope[1999](UK); Cahan et 
al.[2000](NZ); 久保田他 [2005](Jp); 薄井
[2005](Jp) 
(注) 1.被説明変数はいずれの研究もリターン。 








研究は多数にのぼる（たとえばBarth[1994]; Barth et al.[1992]; Maher and Ketz[1993]; 

































後半以降 SEC は非監査業務規制の整備拡充を漸次図ってきたが（松本[2004]61-63 頁），こ
の流れを決定づけ，非監査業務規制を格段に強化するものとなったのが，2002 年の




















Simunic[1984]; Defond et al.[2002]; 
Craswell et al.[2002]; DeFond et al.[2002]; 
Ashbaugh et al.[2003]; Chung et al.[2003]; 
Larcker et al.[2004]; 松本[2004] 
Haring[1979]; Hussein and Ketz[1980]; 

















から，SOX 法では，同一監査責任者による 5 年を超える同一企業監査も禁止されている（第




































































  図 1 経験的証拠とルール設定の関係 
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に，諸種の社会福祉的ルール（たとえば 1840～1860 年の 10 時間労働法）が設定された。
そして第二次産業革命期（20 世紀初頭の金融資本主義の確立期）には，株価暴落から生じ
た資本市場崩壊の危機を回避するために，市場の秩序回復と安定化を目的とした証券 2 法






であろう。SOX 法の起草者の 1 人である M.G. Oxley は，下院に提出した報告書で，「この
法律（SOX 法の前身となる「企業ならびに会計責任，経営責任および透明性の監査に関す
る 2002 年 の法律」 Corporate and Auditing Accountability, Responsibility, and 















































証券取引所で 2005 年 1 月以降実施），同一監査人による 7 会計期間を越える同一企業監査













































































 第 1 の主張を「論拠」として，キャッシュ・フローの会計利益に対する比較優位性が喧
伝され(Copeland et al.[1990])，さらに金融資産・金融負債の全面時価評価（JWG[2001]）
や包括利益への利益概念の一元化（G4+1[1989]; IASC[2001]）が提唱されてきた。また第
2 の主張を「論拠」として，SOX 法では，監査人による非監査業務の原則禁止（第 201 条），
同一監査責任者による 5 年を超える同一企業監査の禁止(第 203 条)，財務諸表の適正表示等























































表 5             
 教え A 教え B 
教え A 1,1 0,0 
教え B 0,0 1,1 
 





社会において，社会全体の「教え A」の選択比率を p，「教え B」の選択比率を 1－ｐとす
ると，ある市民が「教え A」を選択したときの期待利得はｐ，「教え B」を選択したときの
期待利得は 1－ｐとなる。したがって，その市民の最適選択は，ｐ＞1/2 のとき「教え A」，
ｐ＝1/2 のとき「教え A」または「教え B」，ｐ＜1/2 のとき「教え B」となる。このゲーム
















監査人のそれとは著しく異なっていた。すでに 1939 年の時点で John Haskell（ニューヨ
ーク証券取引所）は，公衆が（とりわけ会計不正に関連して）監査人に期待していること
と，監査人が自らなしうると考えていることは著しくかけ離れていると，警告している。」






























































表 6(a)から表 6(b)のように推移したとしよう。自分が HC を選択し，相手が FV を選択し




 FV  HC
FV 2,2 0,3 
HC 3,0 1,1 
 
     表 6(b) 
 FV  HC
FV 2,2 0,0 


































































ていた 1980 年代半ばのアメリカ会計界の雰囲気を窺い知ることができるのである。 
 














































となる。つまり，FV を選択するプレーヤーの割合が 3 分の 1 を超えることが，この社会が
「調整の失敗」を解決して，パレート劣位の状態から抜け出すための条件となるのである。












本稿で取り上げたトピックでいえば，FASB と IASB の業績報告共同プロジェクト（包括
利益への利益概念の一元化の可能性を依然として残す）がそのような施策の事例に属する
であろうし，本稿では取り上げなかったが，2003 年に開始された FASB 公正価値測定プロ
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1 このカテゴリーには，数理モデルにもとづく理論研究以外の研究も少数ながら含まれてい
る。このタイプの研究論文の掲載数は，Accounting ReviewとJournal of Accounting 
Researchに各 1 本，Journal of Accounting and Economicsに 10 本となっている。 
2 こうした主張の詳細については， Copeland et al.[1990]ch.3 のほか，上野[2001]第 2 章；
牧田[2002]第 4 章も参照されたい。 
3 その論点については，辻山[2002]；辻山[2003]；辻山[2005]で紹介と検討がなされている。 
4 これらの実証研究については，大日方[2002]393-397 頁で詳論されている。 
5 ただし，わが国の企業のなかには，アメリカ基準に準拠して包括利益を任意開示している
事例もある。 
6 これに対し，Frankel et al.[2002]は，非監査業務から得られる報酬と裁量的会計発生高
の間に正の相関関係があることを報告している。後続のAshbaugh et al.[2003]および
Larcker and Richardson[2004]は，Frankel et al.[2002]の実証結果の事後検証を 1 つの目
的として実施されたものであり，そこではFrankel et al.[2002]のリサーチ・デザインに内
在する問題点の指摘も行われている。 
7 当時のビッグエイトは，Arthur Andersen & Co.(Chicago), Ernst & Ernst (Cleveland), 
Haskins & Sells (New York), Coopers & Lybrand (New York), Peat, Marwick, Michell & 
Co. (New York), Price Waterhouse & Co. (New York), Touche Ross & Co. (New York), 















































る用語として使用している。なお，この点については，後述Ⅵ節 5 も参照されたい。 











る。ただし，該当する企業数は限られており（2000 年の時点で 24 社），包括利益の開示が
わが国において，比較制度分析の意味で制度化されているとはいえない状況にある。 
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